大阪広域水道企業団災害時支援協力員登録要領

（趣旨）

第１条　この要領は、大阪広域水道企業団災害時支援協力員制度実施要綱（以下「要綱」という。）第５条の規定に基づき、大阪広域水道企業団災害時支援協力員（以下「災害時支援協力員」という。）の登録に関し必要な事項を定めるものとする。

（事務局）

第２条　大阪広域水道企業団災害時支援協力員制度の事務局は、大阪広域水道企業団事業管理部計画課とする。

（登録申込資格）

第３条　災害時支援協力員の登録申込者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者でなければならない。

（1） 水道事業体に勤務していた経験を有し、水道事業に関する知識を具えている者

（2） 申し込み時点おいて年齢が満75歳未満の者
（登録方法）

第４条　災害時支援協力員として登録を申し込む者は、「災害時支援協力員登録申込書」（別紙様式第１号）（以下「申込書」という。）に必要事項を記入の上、大阪広域水道企業団（以下「企業団」という。）に持参または郵送で提出するものとする。

２　企業団は、前項の申込みのあった者のうち、前条の申込資格を満足し、災害時支援協力員として適格と判断される者を災害時支援協力員として登録し、本人に登録証を発行する。なお、適格と判断される者が多数であった場合には、抽選等の方法により災害時支援協力員を確定するものとする。

３　企業団は、登録に際し、必要と認める時は登録申込者が勤務していた水道事業体に照会することができる。
４　企業団は、災害時の連絡及び平常時の活動等に活用するため、「登録台帳」(様式第２号）を作成する。

（登録の有効期限）

第５条　登録の有効期限は、登録日から３年を経過した日までとする。

２　企業団は、災害時支援協力員に対し、登録の有効期限の１か月前までに登録の更新手続きについて通知するものとする。
(登録の変更・取消し)
第６条　災害時支援協力員は、申込書の記載事項に変更があった場合は、速やかに「登録変更届」(様式第３号)を企業団に提出するものとする。
２　災害時支援協力員は、登録の取り消しを希望する場合は、「登録辞退届」(別紙様式第４号）と登録証を企業団に提出するものとする。
（登録の抹消について）

第７条　企業団は、災害時支援協力員が次の各号のいずれかに該当する場合は、登録を抹消する。

（１）登録もしくは登録更新後に連続して3年間研修に参加せず、その後の登録更新手続きを行わなかった場合
（２）要綱第４条の指示に服さない等の災害時支援協力員として不適格と認められる事実があった場合

附　則

この要領は、平成２３年３月１日から施行する。
附　則

この要領は、平成２５年３月２５日から施行する。

